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国の調査研究拠点としての役割

　本研究では，幼児教育の質や幼児期と児童期の教育の円滑な接続に関す

る知見を得るため，子供の多様性にも配慮しながら，幼小接続期・架け橋

期の教育の質を支える仕組みに関する研究を実施します。

　具体的には，①幼小接続期の教育における地方自治体の幼児教育セン

ターの役割・機能，②幼小接続に関する国際比較，③幼小接続期の子供の

育ちと学び（二次分析）という三つの視点から検討します。

　ＯＥＣＤ（経済協力開発機構）が実 施している国際調査で，保育者の実
践の内容や勤務環境，研修の状況など について，国際比較し，政策形成に
寄与することを目指しています。文部 科学省，こども家庭庁と連携し，国
立教育政策研究所において当センター が国内実施機関として調査等を行っ
ています。
　2018（平成30）年に第１回調査（日 本を含む９か国が参加）を実施し，
日本版報告書第１巻『幼児教育・保育 の国際比較－質の高い幼児教育・保
育に向けて－』及び第２巻『幼児教育・保育の国際比較－働く魅力と専門性
の向上に向けて－』を刊行しました。第１回調査の結果においては，例え
ば，国際的に見て日本の保育者は「話 をしたり聞いたりするときは子供の
目線にあわせる」ことによく取り組ん でいるなど，日本の保育の特徴が表
れていました。
　2024（令和６）年には，第２回調 査（日本を含む15か国・地域が参加）
が実施され，日本では，全国の幼稚園・保育所・認定こども園約 200 園を対
象として，７月に調査を実施しました。

幼児教育研究センターは，幼児教育政策への関心の高まりを背景として，幼児教育に関する効果的な研究
活動を遂行するため，平成 28 年４月に設置されました。当センターは，文部科学省をはじめとした関係
省庁との連携の下で，幼児教育に関する国内の調査研究拠点としての役割を担っています。

　国際的にも重要な時期として注目されている幼小接続期（主に5歳児後半か

ら1年生前半）を対象に，国内外の先行研究のレビューや幼小接続期のカリキュ

ラムの実態分析，育ち・学びを支える力（いわゆる非認知的能力）を捉える手

法の検討を行いました。また，幼児期の教育の質に焦点を当て，国内外の研

究のレビューや海外における主要な評価指標の概説と，日本における活用先

行可能性，更には日本の幼児教育に適した評価指標案の検討を行いました。

　本研究では，３歳児から小学校２年生までの幼児・児童を対象とした質

問紙調査や各種検査を縦断的に行い，社会情緒的スキルや認知的スキル，

生活スキル等の発達やその影響について分析しました。

　また，海外の幼児教育の質評価スケールを参考に，幼稚園教育要領等や

園長・保育者の意見を反映するなどして，日本の幼児教育・保育の文脈に沿っ

た質評価スケール案を検討・開発し，その活用方法などを示しました。

　文部科学省・こども家庭庁等の関係省庁，大学等の研究機関，ＯＥＣＤ等の国際機関 , 地方自治体・幼児教

育センター，幼稚園・保育所・認定こども園，幼児教育・保育関係団体，民間シンクタンク等とそれぞれの

特性や強みを生かしつつ，連携・協力し，調査研究活動や研究情報の交流を行っています。

　ホームページや公開シンポジウム等を通
じて，地方自治体や幼児教育・保育関係者
等に研究成果を発信します。
　ホームページには，幼稚園教育要領等や
地方自治体の幼小接続期・架け橋期のカリ
キュラム，研修動画など，幼児教育に関す
る情報も掲載しています。
　なお，令和５年10月２日にシンポジウム
を開催し，基調講演やパネルディスカッ
ションの資料・動画・報告書をホームペー
ジに掲載しています。

地方自治体
幼児教育センター

＊幼小接続期の育ち・学びと幼児教育の質に関する研究
 （平成27～28年度）

＊幼児期からの育ち・学びとプロセスの質に関する研究
 （平成29～令和４年度）


